
１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各都市の第3種電柱当たりの使用料は、横浜市：４，６００円、川崎市：４，５
２４円、千葉市：４，７００円であり、本市の使用料は、関東地方の指定都市の
水準よりも低い。（さいたま市：２，９００円）

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）行政財産使用料

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

コード 01150108 － 000
（歳入）消防施設等維持管理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　行政財産の機能を阻害されることなく、また、行政財産の効率的利用を考慮し実施している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　消防局では、さいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき、さいたま市道路占用料徴収条例に準じた金額を徴収している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　徴収については、納付書を郵送しその納付書により徴収しており、事務負
担が軽微である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ 　

左記として判断した根拠

　徴収については、納付書を郵送しその納付書により徴収しており、事務負
担が軽微である。

　事務改善

　各都市の第３種電柱当りの使用料は、横浜市：４，６００円、川崎市：４，５２
４円、千葉市：４，７００円であり、本市の使用料（２，９００円）は、関東地方の
指定都市の水準よりも高い。

 

　行政財産の機能を阻害されることなく、また、行政財産の効率的利用を考慮し実施している。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　平成１８年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9270責任者 問い合わせ先渡辺　忠所管部署 消防局　警防課

（歳入）行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

（歳入）消防水利整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 01150108 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 　消防局では、さいたま市行政財産の使用料に関する条例に基づき、さいたま市道路占用料徴収条例に準じた金額を徴収している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　　査察指導課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市消防関係事務手数料条例　第２条

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）危険物関係手数料（標準的な手数料の定めのあるもの）

048-833-9266責任者 問い合わせ先飯野　英三

コード 01150207 － 000
（歳入）消防関係事務手数料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　地方公共団体の手数料の標準に関する政令により、標準的な手数料が定められている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　関東地方の政令指定都市も「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」に基づき本手数料を定めており、さいたま市も同様に
「さいたま市消防関係事務手数条例を定めている。危険物施設の設置許可申請等に伴う手数料納付に未済はなく、受益者負担の観
点からも見直しを必要としない。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　昭和３７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　昭和２３年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防行政の運営事業のため、他に類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　消防業務の円滑かつ効率的な運営を行う上で必要な事業であり、今後も継続する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　円滑かつ効率的な消防業務の運営を実施することができる。

左記として判断した根拠

　消防行政の運営事業のため、民間委託は不可能である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防長の秘書、表彰事務及び円滑かつ効率的な消防業務を維持するための事業である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

消防業務推進事業

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治

コード 17101501 － 001
消防業務推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 　

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　消防総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　消防業務への功績者に対し、功績を讃える。また、消防業務運営上、消防
長のスケジュール等の管理は必須であり、全国の消防組織との情報交換、
災害等への調査・研究を行い、その成果を市民生活へ反映させる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防業務に対する功績であるため。また、消防長のスケジュール等の管
理、全国の消防組織との情報交換、災害等の調査・研究であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

　多くの市民が来場しており、消防行政に対しての理解と信頼へと繋がり効
果を満たしている。

左記として判断した根拠

　会場の設営について、一部民間へ委託している。

　事務改善

　関東地方の４つの指定都市においても、同事業を開催している。

　消防職員及び消防団員並びに関係団体が集結し、各部隊の消防力等を広く市民に披露する事業である。

　市民に対し消防力等を広く市民に披露することで、消防行政への理解及
び信頼へと繋がることから、市民に必要な事業である。

左記として判断した根拠

　消防部隊や消防力を披露する事業のため、市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和・与野市　　）・　　     　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治所管部署 消防局　消防総務課

消防業務推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防出初式事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17101501 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防部隊や消防力を披露する事業のため、類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　市民に対し消防行政への理解及び信頼を得る事業であり、今後は来場者数を増加させるため広報の方法等を検討し、継続していく
必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　昭和２３年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　市が定める公共施設適正配置方針から消防署所は除外されており、他の
公共施設とは取り扱いが異なるため、類似事業との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　消防力の整備指針（消防庁告示）に基づき、消防署所を適正に配置していくとともに、計画的に整備を実施する必要があることから、
継続して事業を推進する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防署所の整備が概ね計画どおり進捗していることから、費用対効果を満
たしている。

左記として判断した根拠

　消防署所を適正に配置するための調査は、精度の高い民間の調査機関
に依頼し、客観的な調査結果を得ることができた。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防力の整備指針（消防庁告示）に基づき、消防署所の新設や移転、建替え等の計画を策定するものである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

消防業務推進事業

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治

コード 17101501 － 003
消防署所整備計画事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　消防総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　消防署所は、災害時の活動拠点となるものであることから、安心安全な市
民生活に欠かせない施設である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法第１０条により消防署は市町村が設置することとなっている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　すべての関東指定都市において、消防署所の整備を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　比較的高い水準の消防力及び組織体制を維持していることから、費用対
効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　市町村が管理責任を有する消防組織の維持管理であるため、民間委託
は不可能である。

　事務改善

　すべての関東指定都市において、消防組織の管理を実施している。

　消防長の権限に属する事務を執行する組織体制を維持管理するため、必要な調査研究を行う。また、複雑多様化する災害に的
確に対処するとともに、市街地の拡大や人口増加にも対応した消防体制を構築するため、組織の見直しを継続的に実施する。

　より高度な消防体制の構築は、安心安全な市民生活に寄与する。

左記として判断した根拠

　消防組織法第６条により、消防を果たすべき責任は市町村が有する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　昭和２３年度）

3.全部委託

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治所管部署 消防局　消防総務課

消防業務推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防組織管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17101501 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防長の権限に属する事務が存することから、類似事業との統合は不可
能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　消防の担うべき責任を確実に果たし、市民の安心・安全を確保していくため、継続して消防体制の充実強化、高度化を推進する必
要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防関係の統計書であり、災害の発生状況や消防の災害対応等の詳細
な統計となるため他の統計書と統合することは困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容

　今年度から広く市民に見てもらえるようにホームページへ掲載することとし、併せて、統計書を冊子として製本していたものを止めて
コストの削減を図った。
　また、より市民に災害の発生防止や災害による被害を軽減してもらうことに役立てもらえるよう見やすくわかりやすい統計書（消防年
報）として内容の改善を図っていくとともに、市民のニーズにあったものとしていくためアンケート調査等を実施していくようにする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　市民に災害の発生防止（被害を軽減）に役立ててもらえるとともに、消防行
政を理解してもらうことができる。

左記として判断した根拠

　日々の災害データをその都度蓄積していき、これを毎年公開しているた
め、民間委託とすることはかえって費用がかかるとともに、事務が煩雑にな
る。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　さいたま市の災害発生状況等の情報をとりまとめ消防統計（年報）を作成して公開している。
　また、消防組織法第４０条に基づき消防職員数、災害件数、消防自動車の保有台数等を国に報告している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

消防業務推進事業

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治

コード 17101501 － 005
消防統計事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令  

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　消防総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市内における災害発生状況等の統計を公開することで、市民に災害の発
生を防止（被害を軽減）してもらうとともに、消防行政を理解してもらうことが
できる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市内における災害発生状況等の統計を公開して、市民に災害の発生を防
止（被害を軽減）してもらうとともに、消防行政を理解してもらうためにも市で
実施する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各指定都市においても同様に作成し、市民に公開している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　効果的な消防行政の施策及び消防財政運用を実施することができる。

左記として判断した根拠

　県内３６消防本部間の連絡調整、情報交換及び総合的研究等を行うこと
から、民間委託は不可能である。

　事務改善

　関東地方の２つの指定都市においても消防長会事業を実施している。

　県内３６消防本部間の連絡調整、情報交換及び総合的研究等を行い、消防行政の施策や消防財政に対する効果的な運用の立
案及び実施等を行う事業である。

　県内３６消防本部間の連絡調整、情報交換及び総合的研究等を行い、そ
の成果を市民生活へ反映させる。

左記として判断した根拠

　県内３６消防本部間の連絡調整、情報交換及び総合的研究等を行うため
には、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市　　　　　　　　）・　平成９年度）

3.全部委託

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治所管部署 消防局　消防総務課

消防業務推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防長会事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17101501 － 006

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　県内３６消防本部間の連絡調整、情報交換及び総合的研究等に限定され
るため、類似事業との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 　県内３６消防本部間との消防情報交換、消防制度及び技術の総合的な研究等を行う事業であり、継続する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　昭和２３年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防行政を行う上での内部管理事務のため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　消防行政を維持するための内部管理事務であり経常的な経費ではあるが、効率性などの事務改善を実施していくよう見直しする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　　消防行政を推進するための事務執行にかかる執務環境の維持管理（消防服の調達、複写機や仮眠用寝具の借り上げ等）に係
る内部管理事業経費です。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

消防局運営事業

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治

コード 17102501 － 000
消防局運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　消防総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　消防行政を行う上での内部管理事務のため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法において、市町村の消防に要する費用は、当該市町村がこれ
を負担しなければならない。とされています。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

左記として判断した根拠

　事務改善

　消防署所における、消防事務の執行及び執務環境を維持するため、消耗品・物品の調達等に係る内部管理事務経費です。

　消防行政を行う上での内部管理事務のため。

左記として判断した根拠

　消防組織法において、市町村の消防に要する費用は、当該市町村がこれ
を負担しなければならないとされている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　昭和２３年度）

3.全部委託

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治所管部署 消防局　消防総務課

消防署運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防署運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17105501 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防行政を行う上での内部管理事務のため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 　消防行政を維持するための内部管理事務であり経常的な経費ではあるが、効率性などの事務改善を実施していくよう見直しする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）　・　昭和２３年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　他の事業において、消防団と類似の事業は存在しない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　近年の社会環境の変化に伴い、災害が複雑大規模化しており、消防団の災害活動は、地域社会においてますます重要なものに
なってきていることから、消防団員に求められる災害対応の知識、技術の習得及び消防団員が安全に活動できるために装備等の整
備を行う必要があることから継続とする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防団は地域防災の中核的存在として機能していることから、費用対効果
を満たしている。

左記として判断した根拠

　消防団は、地域に根ざし、消防防災の担い手としての役割を有することか
ら、民間委託は不可能である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防団は、わがまちは自らの手で守るという郷土愛精神に基づき、火災、風水害等の災害に対し、地域防災の中核として消防防
災の重要な役割を果たさなければならない。また、近年の社会情勢の変化に伴い、複雑多様化・大規模化する災害に対応するた
めにも、消防団の役割は、ますます重要なものになってきている。この重要な役割をもつ消防団の組織の充実、強化を図ることを目
的として事業を行うものである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

消防団運営事業

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治

コード 17201001 － 001
消防団運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

消防団員等公務災害補償等共済基金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　消防総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　火災、風水害等の災害や大規模災害に対し、市民の安心安全の要とし
て、地域防災の中核を担う重要な役割をもっている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法において、市町村は当該市町村の区域における消防を十分
に果たすべき責任を有するとされている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各関東指定都市も同様に消防組織法に基づき、消防団を設置している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ア

　市内において自主防災組織が８５．７％（平成２２年５月１日現在）組織され
ている現在においては、既に所期の目的は達成された。

左記として判断した根拠

　事務改善

関東指定都市では、自警消防団の組織が存在しない。

　自警消防団の運営を助成するものである。

　消防組織法制定以前から組織されている自警消防団は、多くの地域で既
に解散若しくは自主防災組織に改編され、現在は主に西区、北区、見沼区
の限られた地域に存続し、組織は年々減少している。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮市　）・　　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9251責任者 問い合わせ先髙嶋　栄治所管部署 消防局　消防総務課

消防団運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

自警消防団助成事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17201001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　自警消防団は、自治会（連合自治会を含む。）が主体となっている組織が
多いため、自主防災組織への改編が可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　平成２２年４月１日さいたま市自警消防団消防ポンプ等購入費補助金を廃止、また、さいたま市自警消防団助成金も平成２２年度末
で廃止する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法の規定に基づき、消防の責任、管理及び費用負担は市町村
にあるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　他の指定都市においても、消防組織法の規定に基づき、同様水準の人事
管理が行われているため。

有効性

根拠

　適正な人事管理の実現により、消防職員の資質向上と消防体制の充実強
化を推進し、市民の安心・安全が確保されるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード －
人事管理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員の任用、昇任・昇格、分限・懲戒等の人事管理業務。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　消防職員の能力主義・実績主義を主体とした人事管理を行うため、より公平・公正かつ一貫した新たな昇任・昇格制度を構築し導入
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　人事管理システムが構築されており、効率的な事務を執行しているため。

左記として判断した根拠

　消防行政の基本施策の決定等に関与する業務であり、内部管理が効果
的であるため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防組織法の規定に基づき、消防職員の任命権は消防長にあり、市長事
務部局等との統合は不可能であるため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　現事業については、継続するものとし、局職員の健康診断にかかる事業及びインフルエンザ予防接種に係る事業を拡大することと
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17102001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

なし

根拠法令
労働安全衛生法第１３条第１項
道路交通法第７４条の３

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員管理厚生事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員安全衛生管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

左記として判断した根拠

　事務改善

　職場における職員の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することにより、市民に安心して暮らせる環境
を整備することを目的に、局内各安全衛生委員会に係る産業医の選任、契約及び伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を
予防するための職員の予防接種や道路交通法施行規則に基づく、安全運転管理者の選任、講習会に係る事務を執行している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市消防職員に対する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市と比較すると、内容的に不足している。

有効性

根拠

　この研修で取得した資格については、全て消防活動に必要な資格であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　この研修で取得した資格については、全て消防活動に必要な資格である
ため、計画的に必要人員を養成している。

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

職員研修事業

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17101001 － 001
職員資格取得研修事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防業務を遂行するうえで法令上必要となる資格および免許を取得させる研修

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　消防業務を遂行するうえで、法令上必要な資格・免許の取得するための研修であり必要不可欠である。
　なお、消防車両の運行に関しては、従来の資格に加え大型自動車運転免許が必須となることから、関東指定都市と同様に大型自
動車運転免許等の資格取得研修を取り入れ事業の拡大を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　取得した資格を消防活動に有効に活用している。

左記として判断した根拠

　講習及び試験については、民間事業者で実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市内の他の部署では、類似の研修を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　さいたま市消防職員として市民満足度を高め、より質の高い行政サービスを提供するためには、職員一人ひとりの能力の向上が不
可欠であることから、専門的な消防大学校、埼玉県消防学校での研修をはじめとする派遣研修は継続的に実施することが必要であ
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17101001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

財団法人埼玉県市町村振興協会市町村職員研修事業助成金交付要綱

根拠法令
消防組織法第52条第1項
地方公務員法第39条第1項および第2項

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員研修事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員派遣研修事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

　消防大学校・埼玉県消防学校等の教育機関へ職員を派遣して、さいたま市消防職員として必要な能力を身につける。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

17



１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な給与水準を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　条例定数による消防職員並びに再任用職員に対する給料を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 001
職員人件費（給料）事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市消防関係事務手数料条例

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　他市と比較して、初任給等比較的低い水準である。
大学卒初任給　　さいたま市－177,100円、相模原市－204,500円、川崎市
－195,200円、横浜市－186,900円、千葉市－179,982円

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　管理職手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給額
等を設定したものである。

　消防職員に対する管理職手当を適正に処理、執行している。

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（管理職手当）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17100501 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する夜間勤務手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 003
職員人件費【職員手当等（夜間勤務手当）】事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　夜間勤務手当の趣旨に則り、労働基準法に基づく支給割合等を設定した
ものである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　扶養手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給額等を設定した
ものである。

　消防職員に対する扶養手当を適正に処理、執行している。

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（扶養手当）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17100501 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する地域手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 005
職員人件費【職員手当等（地域手当）】事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　地域手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給割合を設定した
ものである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　住居手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給額等を設定した
ものである。

　消防職員に対する住居手当を適正に処理、執行している。

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（住居手当）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17100501 － 006

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する通勤手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 007
職員人件費【職員手当等（通勤手当）】事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　通勤手当の趣旨に則り、支給区分、支給額等を設定したものである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　掛金・負担金を納めることにより、医療費等の短期給付、年金の長期給付
等が受けられるため。

左記として判断した根拠

　共済組合へ支払う際の掛金・負担金の集計等については、民間に委託し
たシステムを使用している。

　事務改善

・職員の給与から控除した共済掛金と、さいたま市が負担する共済負担金を埼玉県市町村共済組合へ支払う。
・再任用職員の給与から控除した社会・雇用保険料とさいたま市が負担する再任用職員分負担金を厚生労働省・労働局へ支払う。
・地方公務員災害補償基金へさいたま市（消防）の負担金を支払う。

　職員の医療保険、年金、福利厚生、公務災害に関係する事業であるた
め、職員が不安なく働くことができ、その結果として市民によりよいサービス
を提供することができる。

左記として判断した根拠

　市の職員の人件費であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　職員の医療保険、年金、福利厚生、公務災害に関係する事業であり、地
方公務員等共済組合法第１１６条により事業主として支出することが定めら
れている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【共済費】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17100501 － 008

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

職員は全て共済組合員であるため、他の健康保険組合等に統合することは
できない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、社会一般の情勢を考慮し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する休日勤務手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 009
職員人件費【職員手当等（休日勤務手当）】事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　休日勤務手当の趣旨に則り、労働基準法に基づく勤務区分、支給割合等
を設定したものである。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　時間外勤務手当の趣旨に則り、労働基準法に基づく勤務区分、支給割合
等を設定したものである。

　消防職員に対する時間外勤務手当を適正に処理、執行している。

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（時間外勤務手当）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17100501 － 010

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　管理職員特別勤務手当の趣旨に則り、支給区分、支給額等を設定したも
のである。

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 011
職員人件費【職員手当等（管理職員特別勤務手当）】事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する管理職員特別勤務手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

28



１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17100501 － 012

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（期末手当）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　期末手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給割合等を設定し
たものである。

　消防職員に対する期末手当を適正に処理、執行している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　勤勉手当の趣旨に則り、地域民間給与等を勘案し、支給割合等を設定し
たものである。

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 013
職員人件費【職員手当等（勤勉手当）】事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する勤勉手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、社会一般の情勢を考慮し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17100501 － 014

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（退職手当）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　退職手当の趣旨に則り、支給区分、支給割合等を設定したものである。

　消防職員に対する退職手当を適正に処理、執行している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　児童手当の趣旨に則り、支給額を設定したものである。

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 015
職員人件費【職員手当等（子ども手当）】事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する児童手当を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、社会一般の情勢を考慮し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17100501 － 016

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（特殊勤務手当：火災出動業務）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　特殊勤務手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給
額等を設定したものである。

　消防職員に対する特殊勤務手当（火災出動業務）を適正に処理、執行している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　特殊勤務手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給
額等を設定したものである。

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 017
職員人件費【職員手当等（特殊勤務手当：救急出動業務）】事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する特殊勤務手当（救急出動業務）を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17100501 － 018

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（特殊勤務手当：救助出動業務）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　特殊勤務手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給
額等を設定したものである。

　消防職員に対する特殊勤務手当（救助出動業務）を適正に処理、執行している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　特殊勤務手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給
額等を設定したものである。

有効性

根拠

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

職員人件費

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

コード 17100501 － 019
職員人件費【職員手当等（特殊勤務手当：火災調査業務）】事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防職員に対する特殊勤務手当（火災調査業務）を適正に処理、執行している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　地方公務員法により、民間給与、あるいは、国や他の政令指定都市の状況等との均衡を図り、社会一般の情勢を反映した適正な給
与制度を維持、確保していく必要ある。今後も、人事委員会勧告、報告を尊重し、適正な手当制度を確保していくこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17100501 － 020

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 地方自治法第２０４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　職員課

職員人件費

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

職員人件費【職員手当等（特殊勤務手当：通信指令業務）】事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9256責任者 問い合わせ先岸　貞夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　法令に基づき、職員が勤務した対価による、正当な報酬等である。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市政の円滑な運営、市民サービスを行う上で、職員に対する必要な報酬
である。

左記として判断した根拠

　市の職員に対して、法令に基づき市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　本市人事委員会の勧告により、情勢に適応したものである。

左記として判断した根拠

　事務改善

　特殊勤務手当の趣旨に則り、職務・職責等を勘案し、支給対象者、支給
額等を設定したものである。

　消防職員に対する特殊勤務手当（通信指令業務）を適正に処理、執行している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防機関の設置とその施設等の維持管理は、消防組織法に規定されて
いるとおり市町村の責務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　すべての関東指定都市において、消防施設の維持管理を実施している。

有効性

根拠

　年々老朽化が進行している消防施設等が適正に維持管理されない場合、
消防業務の遂行に支障が生じる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

消防施設等維持管理事業

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

コード 17301001 － 001
消防施設等維持管理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防施設等を対象に、適正な保守点検や修繕、更には改修等を行うことにより、突発的な事故を抑制し、職場環境の安全性を高
めるもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

　市民の財産である消防施設を適切に維持管理することにより、経年劣化に対する財産価値の保全を図るとともに、安全性、機能性
等の施設性能を常に良好な状態に維持するための継続事業であるが、事業費の積算に当たり、需用費については、前年度使用実績
を勘案見直しを図り、役務費、委託料についても業務委託内容等、仕様書を見直す等コストの削減を念頭に、常に予算の削減を図る
こととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防施設を適切に維持管理することにより、経年劣化に対する財産価値
の保全を図るとともに、安全性、機能性等の施設性能を常に万全な体制に
保持していることから、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　保守管理についての業務は、それぞれ専門の業者に民間委託し効率的
に実施しているが、それ以外の事務について委託することはなじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防施設以外の公共施設についても同様の事業を実施しているが、多大
で多種多様にわたる市有公共施設全体の事業を統合しても、効率化には
つながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　消防団活動等地域消防体制の強化を支援するため、車庫・詰所の設備改善、修繕を実施し、消防団員の健全な活動環境の整備を
図るための継続事業であるが、常に内容の見直しを図りコストの削減に努めることとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防施設以外の公共施設についても同様の事業を実施しているが、多大
で多種多様にわたる市有公共施設全体の事業を統合しても、効率化には
つながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17301001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

消防施設等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防団施設等維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民が安心安全に暮らすための地域消防体制の充実において、消防団
の役割を果たすための拠点施設、車両、災害資機材の維持管理は必要不
可欠であり、事業を廃止した場合、地域消防体制の充実に重大な支障が生
じる。

左記として判断した根拠

　消防機関の設置とその施設等の維持管理は、消防組織法に規定されて
いるとおり市町村の責務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　消防施設を適切に維持管理することにより、経年劣化に対する財産価値
の保全を図るとともに、安全性、機能性等の施設性能を常に万全な体制に
保持していることから、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　保守管理についての業務は、それぞれ専門の業者に民間委託し効率的
に実施しているが、それ以外の事務について委託することはなじまない。

　事務改善

　すべての関東指定都市において、消防施設の維持管理を実施している。

　地域住民が安心して暮らすための生活基盤を支える、消防体制の充実強化のために欠かせない消防団の車庫・詰所62施設を良
好な状態に維持管理するために行うもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防機関の設置は、消防組織法に規定されているとおり市町村の責務で
ある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　すべての関東指定都市において、消防施設の整備を実施している。

有効性

根拠

　新耐震基準不適合な庁舎や老朽化が著しい庁舎の建替えは、大地震が
発生した際の活動拠点となる消防にとって必要不可欠である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 総務部　施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市債

根拠法令

実施方法

妥当性

消防施設等整備事業

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

コード 173002501 － 001
消防施設等整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防署所の整備計画に基づく改修予定庁舎を対象に、新耐震基準不適合な庁舎、老朽化が著しい庁舎および面的な諸条件に
より移転が必要な庁舎を建替えることにより、消防体制の充実を図るもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　消防力の整備指針（消防庁告示）に基づき、消防署所を適正に配置していく必要があることから、継続して事業を推進する。　ただ
し、庁舎建設に当たっては、建物の長寿命化及びランニングコストの合理化を念頭に置いた設計に努め予算の削減を図ることとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防署所の整備が概ね計画どおり進捗していることから、費用対効果を満
たしている。

左記として判断した根拠

　建設設計及び調査業務等については、それぞれ専門の業者に民間委託
し効率的に実施しているが、それ以外の事務について委託することはなじま
ない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防施設以外の公共施設についても同様の事業を実施しているが、多大
で多種多様にわたる市有公共施設全体の事業を統合しても、効率化には
つながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容

　消防団が最大限に地域消防団活動ができるように、災害活動拠点である車庫・詰所の計画的な建て替え等を行うことにより、万全な
消防体制を保持するための継続事業である。旧耐震基準24施設の耐震診断を平成22，23年度に実施し、その結果を踏まえて補強、
改修又は建替等の計画を策定、実施していく。　ただし、建替等に当たっては、建物の長寿命化及びランニングコストの合理化を念頭
に置いた設計に努め予算の削減を図ることとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防施設以外の公共施設についても同様の事業を実施しているが、多大
で多種多様にわたる市有公共施設全体の事業を統合しても、効率化には
つながらない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17302501 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市債

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 総務部　施設課

消防施設等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防団施設等整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民が安心安全に暮らすための地域消防体制の充実には、常備消防はもとより、
非常備消防の役割は大きく、防災の中核である消防団の拠点施設を充実することに
より、地域に密着した消防機関として大きな役割を果たし、消防力の充実強化への
期待は高まる。

左記として判断した根拠

　消防組織法第6条に市町村の区域における消防責任が規定されている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　消防団が最大限に地域消防団活動ができるように、災害活動拠点である
車庫・詰所の計画的な建て替え等を行うことにより、万全な消防体制を保持
していることから、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　建設設計及び調査業務等については、それぞれ専門の業者に民間委託
し効率的に実施しているが、それ以外の事務について委託することはなじま
ない。

　事務改善

　他関東指定都市についても同様の施設整備事業を実施している。

　火災をはじめ、大規模災害時等においては、各種災害資機材の保管庫であり、地域災害活動拠点でもある消防団車庫のうち、旧
耐震基準により施工した車庫を対象に整備事業を進める。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　全国消防長会技術委員会の事業内容は消防機械器具、装備及び通信に関する総合的な研究を行い、全国消防機械を支える役割
を担っているが、委員会の運営等は消防長会事業と類似するものである。今後、組織内で調整し、効果･効率的な運営手法の検討を
進めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防総務課所管の消防長会事業と運営は、ほぼ同じである。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17102101 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

消防装備運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防装備運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　１７年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　委員会を全国の委員消防本部で持ちまわり開催しているため、これに係る
交通旅費を運営事業費としている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　消防行政全般に係る諸課題等を検討する委員会であり、さいたま市を含
め全国の消防の発展に必要な事業である。

左記として判断した根拠

　全国の消防本部の代表（政令指定都市）として、全国消防長会事業推進
委員会（技術委員会）の委員長の委嘱を受けている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

　全国消防長会技術委員会では、時代のニーズに伴う消防機械器具、装備
及び通信に係る諸課題等について、国（消防庁）へ制度の改善要望をして
いる。

左記として判断した根拠

　消防行政機関の委員会であるため、民間への委託は不可能。

　事務改善

　横浜市；全国消防長会関東支部（支部長）
　川崎市；全国消防長会危険物委員会（委員長）
　千葉市；全国消防長会予防委員会（委員長）

　全国消防長を集め融和協調を図り、消防の情報を交換して採長補短するとともに、消防制度及び技術の総合的研究を行い、日
本消防の健全なる発展に寄与することを目的としている。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法で、市町村の消防責務を規程している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　他関東指定都市と同様の消防装備等維持管理事業を実施している。

有効性

根拠

　市民生活を守るうえで消防としての任務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

消防装備等維持管理事業

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

コード 17301501 － 001
消防装備等維持管理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防車両及び資機材について、不測の災害に備え迅速確実に対応できるように、常に良好な状態を保つため維持管理を行うも
の。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　市民生活の安心安全を確保するため、消防車両及び資機材を万全な体制で保持する継続事業である。
また、職員自ら点検整備に着手し、更なる経費の削減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　災害に備えた万全な消防力の体制を保持している。

左記として判断した根拠

　整備、点検及び修繕業務等については、それぞれ専門の業者に委託し
効率的に実施しているが、それ以外の事務について委託することはなじまな
い。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防用車両として専門的なため
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）・　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

43



１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　市民生活の安心安全を確保するため、消防団車両及び資機材を万全な体制で保持する継続事業である。
　また、団員自ら点検整備に着手し、更なる経費の削減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防用車両として専門的なため
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17301501 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

消防装備等維持管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防団装備等維持管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）・　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市民生活を守るうえで消防としての任務である。

左記として判断した根拠

　消防組織法で、市町村の消防責務を規程している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　災害に備えた万全な消防力の体制を保持している。

左記として判断した根拠

　整備、点検及び修繕業務等については、それぞれ専門の業者に委託し
効率的に実施しているが、それ以外の事務について委託することはなじまな
い。

　事務改善

　他関東指定都市と同様の消防装備等維持管理事業を実施している。

　消防団車両及び資機材について、不測の災害に備え迅速確実に対応できるように、常に良好な状態を保つため維持管理を行う
もの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法で、市町村の消防責務を規定している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　横浜市、川崎市、千葉市と当市の整備基準と同様であり、消防ポンプ自動
車及び救急自動車等の価格も、総務省省令に基づく規格のためほぼ同じ
である。

有効性

根拠

　市民生活を守るため老朽化した車両を更新整備する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

緊急消防援助隊設備整備費補助金（消防組織法第49条第2項）
市債

根拠法令

実施方法

妥当性

消防装備等整備事業

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

コード 17302701 － 001
消防装備等整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

　緊急消防援助隊設備整備費補助金とは、緊急消防援助隊に登録している車両部隊のみ、国が定めた基準額の１/２の補助金が充
当できる要綱である。ついては、当市の財政面の軽減を配慮するため、緊急消防援助隊への登録部隊の増隊要望をして、緊急消防
援助隊設備整備費補助金を活用し、継続的に市民の安心・安全を確保するための消防力の充実強化を図る。また、コスト削減を念頭
に、既存の使用できる資機材を有効利用した車両の整備に務める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　時代とともに変化する災害に対し、市民の期待に対応すべき車両等の整
備を実施している。

左記として判断した根拠

　車両の製作については、専門の業者に委託しているが、それ以外の事務
について委託することはなじまない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防用車両として専門的なため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）・　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　62消防団車両のうち法的規制（Nox・Pm法）に該当する車両は、平成23年度から平成25年度まで7台の更新計画であり、この法的規
制に該当する車両の更新が終了する平成25年度までは継続的に消防団の充実強化を図るものです。また、コスト削減を念頭に、既
存の使用できる資機材を有効利用した車両の整備に務める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防用車両として専門的なため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17302701 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　施設課

消防装備等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防団装備等整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－833-9257責任者 問い合わせ先田中　宏之

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮･与野市）・　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市民生活を守るうえで消防としての任務である。

左記として判断した根拠

　消防組織法で、市町村の消防責務を規程している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　地元住民の消防団員が消防防災で活躍する消防団用車両の整備を実施
している。

左記として判断した根拠

　車両の製作については、専門の業者に委託しているが、それ以外の事務
について委託することはなじまない。

　事務改善

　横浜市、川崎市、千葉市と当市の整備基準と同様であり、消防ポンプ自動
車の価格は総務省省令に基づく規格のためほぼ同じである。

　老朽化及び法的規制（Nox・Pm法）を受けた消防団車両を計画的に更新する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　平成２０年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　地震等大規模災害発生時において、緊急消防援助隊として本市から部隊
を派遣、迅速に救助活動等活動部隊の燃料補給活動を行う必要性がある
等

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　地震等大規模災害発生時において、緊急消防援助隊として本市から部隊の派遣に際し、諸準備の迅速性を図る必要性から、被災
地において現金払いが必要となる、消防車両等への燃料補給のための燃料費について、年度当初に確保しておくものであり、今後と
も継続が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　被災地において迅速に救助活動等活動部隊の燃料補給活動を行う必要
性がある等

左記として判断した根拠

　地震等大規模災害発生時において、緊急消防援助隊として本市から部隊
を派遣、迅速に救助活動等活動部隊の燃料補給活動を行う必要性がある
等

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　地震等大規模災害発生時において、緊急消防援助隊として本市から派遣部隊が出動、被災地において救助活動等活動部隊の
活動支援のため。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

災害対策事業

048-833-9270責任者 問い合わせ先渡辺　忠

コード 17104001 － 000
災害対策事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 消防組織法第４４条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　警防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　被災地において救助活動等活動部隊の燃料補給活動

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　被災地において救助活動等活動部隊の燃料補給活動

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　横浜市３００千円、川崎市３００千円、千葉市４００千円と予算措置

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　迅速な消防活動行うことにより、火災等の被害の軽減を図る。

左記として判断した根拠

　消防組織法第６条、第８条の規定に基づき、市町村は、当該市町村の区
域における消防を十分に果たすべき責任を有するとともに、市町村の消防
に要する費用は、当該市町村がこれを負担しなければならない。

　事務改善

　各指定都市においても同様に実施している。

　複雑多様化する災害に対応しうる精鋭な消防隊員等を育成し、部隊活動の強化を図るとともに、各種機材の点検・整備により、消
防活動に必要な資機材を常時使用可能な態勢を整え、迅速な消防活動を遂行する。

消防組織法第６条の規定に基づき、市町村は、当該市町村の区域における
消防を十分に果たすべき責任を有する。

左記として判断した根拠

　消防組織法第８条の規定に基づき、市町村の消防に要する費用は、当該
市町村がこれを負担しなければならない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・昭和２３年度）

3.全部委託

048-833-9270責任者 問い合わせ先渡辺　忠所管部署 消防局　警防課

警防業務推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

警防業務推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17104501 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　複雑多様化する災害に対応しうる精鋭な消防隊員等を育成し、部隊活動
の強化を図るとともに、各種機材の点検・整備により、消防活動に必要な資
機材を常時使用可能な態勢を整え、迅速な消防活動を遂行する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　各種機材の点検・整備により、複雑多様化する災害活動に対応するため、機材を常時使用可能な態勢を整え、迅速な消防活動を
遂行するとともに、職員の技術、技能の向上を目指すため、広域応援訓練をはじめ、各訓練に参加するための諸経費であり、今後も
継続が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防水利整備事業により消防水利を整備しているため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　根拠法令に基づき市町村消防における消防水利の整備及び維持・管理を適切に実施し、継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　万全な消防水利の保持を保ち、火災による被害の軽減を図っている。

左記として判断した根拠

　消防法に基づき、市町村が設置し、維持し及び管理するものと規定されて
いる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市民の生命及び財産を火災から守るために、消防水利の不足している地域を解消し、震災時等においても適切に機能する水利
の確保を図る。また、設置されているすべての消防水利を常時使用できるように維持管理を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

消防水利整備事業

048-833-9270責任者 問い合わせ先渡辺　忠

コード 17305001 － 000
消防水利整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

消防防災施設整備費補助金交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　警防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市民の生命及び財産を火災等から守るため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防法に基づき、市町村が設置し、維持し及び管理するものと規定されて
いる。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　消防水利の充足率は、川崎市：９９．９２％、千葉市：８７．２０％であり、本
市の充足率：８７．２４％は関東地方指定都市の水準より低い。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防組織法で市町村は区域における消防を十分に果たすべき責任を有
するとされていることから、本市の他の部署では、類以の事業を行っていな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　緊急に医療機関へ搬送する必要がある傷病者を、適切な医療機関へ迅速に搬送するため今後も必要な事業である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

消防組織法で市町村は区域における消防を十分に果たすべき責任を有
し、条例に従い、市町村長がこれを管理し、消防に要する費用は、当該市
町村がこれを負担しなければならないとされている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　急病、交通事故及び災害事故等で緊急に医療機関へ搬送する必要がある傷病者に、現場並びに救急自動車内で必要な応急
処置を施し医療機関へ迅速に搬送する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

救急業務推進事業

048-833-9281責任者 問い合わせ先関根　正明

コード 17105001 － 001
救急業務推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

「高速自動車国道における救急業務に関する覚書」の締結について（通知）（昭和５５年１２月１日　消防予２５３号　消
防庁予防救急課長）、　　平成21年度　地域活性化・経済危機対策臨時交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　救急課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　急病、交通事故及び災害事故等で緊急に医療機関へ搬送する傷病者
に、現場並びに救急自動車内で必要な応急処置を施し医療機関へ迅速に
搬送し市民の身体、生命を守るため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法で市町村は区域における消防を十分に果たすべき責任を有
し、条例に従い、市町村長がこれを管理しなければならないとされている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

平成２１年度消防に関するさいたま市民意識調査（６月に実施）の「救急車の正し
い利用に関する広報の認知状況」において、「知っている」と答えた人は約４０％で
あり、行動計画に基づき事業を実施してから調査まで、１年３ヶ月であることから費用
対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

　消防組織法で市町村は区域における消防を十分に果たすべき責任を有
し、条例に従い、市町村長がこれを管理し、消防に要する費用は、当該市
町村がこれを負担しなければならないとされている。

　事務改善

　関東地方の４つの指定都市では、救急需要対策を実施している。

　平成１７年に救急出場件数が５万件を超えたことから、救急自動車を真に必要とする市民の救命効果に影響がでることが危惧さ
れたため、平成１９年１２月に「救急需要対策行動計画」を策定し、社会的に不適正な利用者への対応、救急医医療情報の活用及
び患者等搬送時業者の効率的な活用等を推進し、市民の尊い命を守る本来の救急業務を市民へ公平に提供する。

　真に緊急を要する傷病者に対し、市民の尊い命を守る本来の救急業務を
市民へ公平に提供するため必要な事業である。

左記として判断した根拠

　消防組織法で市町村は区域における消防を十分に果たすべき責任を有
し、条例に従い、市町村長がこれを管理しなければならないとされている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　１８　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9281責任者 問い合わせ先関根　正明所管部署 消防局　救急課

救急業務推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

救急需要対策事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17105001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　救急業務は市町村消防が実施するとされており、本市の他の部局では、
類以の事業を行っていない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　救急需要対策行動計画の内容を救急統計やアンケート調査等を活用し見直しを行い、真に緊急を要する傷病者に対し、市民の尊
い命を守る本来の救急業務を市民へ公平に提供するために継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　２０　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　保健福祉局保健部で、医薬品を含む感染防止用資器材の配備等を行っ
ているが、感染防止をする職員対象が異なることから、統合不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　今後発生しうるH1N1の第２波及び強毒性の新型インフルエンザ発生時に即時対応するため、救急隊員及び消防隊員の感染防止
対策の徹底を期するため、資器材の更新及び配備資器材の維持計画が必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　救急業務は市町村消防が実施すること及び感染防止用資器材の配備、
保管について、新型インフルエンザが発生時、即時の対応を図るためには
消防で感染防止用資器材を整備。保管すべきである。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　強毒性新型インフルエンザの発生時の消防・救急機能の維持を図るため、救急隊員及びポンプ隊員用に整備した感染防止用資
器材等の更新及び維持管理を行なう。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

救急業務推進事業

048-833-9281責任者 問い合わせ先関根　正明

コード 17105001 － 003
新型インフルエンザ対策事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

平成２０年度　地域活性化・生活対策臨時交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　救急課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　新型インフルエンザ等発生時においても、適正な医療機関へ救命処置を
実施し搬送することは、市民の安心安全の確保に資するものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法で市町村は区域における消防を十分に果たすべき責任を有
し、条例に従い、市町村長がこれを管理しなければならないとされている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　備蓄量
　さいたま市・14,905件分、千葉市・12,500件分、横浜市・14,584件分

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

　平成２０年の応急手当講習会の実施回数と受講人員については、さいた
ま市（988回24,939人）が千葉市（808回35,872人）、横浜市（1,127回29,477
人）川崎市（825回23,212人）であり、同レベル以下のサービス水準である。

　市民に対する救命率や自主救護能力の向上並びに救急業務に対する理解と協力関係を深めることを目的に、応急手当普及啓
発の推進を図る。世帯一人の救命講習受講者を目標として講習会を継続開催する。また、事業所等の応急手当普及啓発活動の
推進を図る。

　市民に対する救命効果の向上は、救急車が救急現場に到着するまでの
間に適切な応急手当を速やかに実施することが重要であり、大規模災害時
を踏まえた自主救護能力の向上にも資するものである。

左記として判断した根拠

　国が消防機関が行う応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱
を定めており、救急業務を担う消防が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9281責任者 問い合わせ先関根　正明所管部署 消防局　救急課

救急高度化推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

応急手当普及啓発推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

平成21年度　地域活性化・経済危機対策臨時交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17105301 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の他の部署では、類以の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　救命効果や自主救護能力の向上については、応急手当の正しい知識・技術を市民一人ひとり習得することが大切なことであり、増
加する救急要請を踏まえ、救命活動を主眼とする救急隊を確保するため、将来的には各消防署所で対応している講習会を廃止し、
再任用職員等を活用した講習会の対応について見直すべきである。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　１８　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本事業は、ＡＥＤの設置だけでなく、配備したＡＥＤを使用後、データを抽
出を行い、また活動検証も行っており、本市のほかの部署では類似の事業
は行っていない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　救急現場での活動及び付近住民の活用などにより、救命率を向上させる本事業は、市民の安心安全を確保するために必要な事業
である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防隊がＡＥＤを使用した状況は、平成２０年中は、１１９回使用し４回除細
動を行い、また、平成２１年中は、１４２回使用し７回除細動を行っており、救
命率向上を果たして事業の目的を果たしたいる。

左記として判断した根拠

　消防隊等がＡＥＤを使用することからから、民間委託に適さない事業であ
る。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　　市民の安心安全を確保するため、各消防署所及び消防ポンプ車に自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）を設置する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

救急高度化推進事業

048-833-9281責任者 問い合わせ先関根　正明

コード 17105301 － 002
ＡＥＤ整備推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　救急課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　ＡＥＤの普及及び応急手当については社会的に注目されており、救命率
を向上させる本事業は、市民にとって必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　救命現場で活動する消防隊は、市民より心肺停止者に対して応急の対応
をすることが期待されており、消防が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各都市の消防のＡＥＤ１台（年額）のリースにかかる費用　さいたま市
73,285円、横浜市60,000円、川崎市ＡＥＤ購入、相模原市ＡＥＤ購入、千葉
市ＡＥＤなしであり、関東地方の指定都市の水準を超えている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

左記として判断した根拠

　救急業務は市町村消防が実施することとされており（消防法第１条）、ま
た、市町村の消防に要する費用は市町村が負担する（消防組織法第８条）
とされている。

　事務改善

　研修は関東指定都市を上回るサービス水準であるが、全体研修目標や技
術が統一されて意思統一が可能であるため必要な研修である。（横浜：０回
川崎：０回　相模原：０回　千葉：１回自主）

　救急隊員の資質の向上を図るため、救急救命士を含む救急隊員に対する研修や病院研修を含む各種救急隊員再教育研修を
実施する。

　市民の尊い命を守る本来の救急業務を市民へ公平に、より高度な救急救
命処置を提供するため必要な事業である。

左記として判断した根拠

　救急業務は市町村消防が実施することとされており（消防法第１条）、ま
た、市町村の消防に要する費用は市町村が負担する（消防組織法第８条）
とされている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　職員を研修等に派遣し、職員自らの知識・技術を向上するとともに、所属
職員に対しての指導能力の育成にもつながり必要な事業である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　１４年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-833-9281責任者 問い合わせ先関根　正明所管部署 消防局　救急課

救急高度化推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

メディカルコントロール体制推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

　平成２１年度　地域活性化・経済危機対策臨時交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17105301 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　救急業務は市町村消防が実施するとされており、本市の他の部局では、
類以の事業を行っていない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　市民の尊い命を救う救命活動には、日進月歩の救急医学に対する、知識･技術の習得が必要であり、救急救命士を含む救急隊員
への継続した教育が、必要不可欠である。また、良好な救急活動を遂行するには、メディカルコントロール体制を更に充実させる必要
があり、そのためにも必要な事業である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法6条の、「市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に
果たす責任を有する。」との記載により、消防の責任を果たすために業務を実
施している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東地方の４つの指定都市においても、同様の業務を実施している。

有効性

根拠

　災害通報を受信し、迅速、的確な出場指令を行うことで、災害による被害の
軽減が図ることができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局指令課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

指令業務推進事業

０４８-８３３-９２８６責任者 問い合わせ先高橋欽司

コード 17106001 － 001
指令業務推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　災害通報を受信し、迅速、的確な出場指令を行うとともに、収集した情報を基に活動隊が円滑に業務が遂行できるように支援を行
う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

　災害の入電から、活動隊への速やかな情報伝達は消防活動の根幹を成すもので必要不可欠事業である。しかし、消防隊への伝達方
法であるアナログ無線の使用期限が平成28年5月末日までと決められたことから、デジタル化までの間、消防局で保有する無線局を効率
的に維持管理し、市費負担が生じないように事業を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　災害を119番で受信し、市内の消防署所へ指令することで迅速な出場また
は、正確情報伝達を実施することで災害による被害の軽減が図れる。

左記として判断した根拠

　火災、救急等の災害通報を受信し、迅速な出場指令または、正確な情報伝
達を実施することで災害による被害を軽減する責任がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市の他の課では、火災、救急等の災害通報の受信を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市　）・昭和２３　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

　災害現場における隊員個々への情報伝達は、活動上の安全を確保する上でも必要不可欠で、又署活無線は本市が地震等の被災時
において、最も有効な通信手段であることから、継続する事業であるが、市費負担を軽減するためにリース契約にて計画的に事業を実
施している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　無線局の目的が消防用となっているため、本市の他の課では、使用目的外
となるため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17106001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局警防部指令課

指令業務推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

署活動用無線整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８-８３３-９２８６責任者 問い合わせ先高橋欽司

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　20　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　災害現場において活動隊員の安全確保及び円滑な情報伝達を行うこと
で、災害による被害の軽減を図ることができる。

左記として判断した根拠

　消防組織法6条の、「市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に
果たす責任を有する。」との記載により、消防の責任を果たすために業務を実
施している

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　消防隊等への迅速な被災者情報の周知並びに活動方針の徹底など災害
現場での有効な情報伝達ツールとして効果を生んでいる。

左記として判断した根拠

　費用負担平準化を行うためリース契約を実施している。

　事務改善

　関東地方の４つの指定都市においても、同様に整備を実施している。

　災害現場において活動隊の円滑な情報伝達が行えることを目的として、老朽化した無線機を計画的に更新整備を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　消防組織法第７条による。
　「市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理する」

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市消防本部とほぼ同規模のシステムである。

有効性

根拠

　消防組織法第６条による。
　「市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果たすべき責任を有
する」

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局指令課情報システム推進室

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

指令業務推進事業

048-833-9258責任者 問い合わせ先山岸　一也

コード 17106001 － 003
消防緊急情報システム整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　円滑かつ万全な消防活動を行うため、消防業務の基幹となっている消防緊急情報システム（指令管制・支援情報・高所カメラ・衛星
通信）を常時安定稼働、維持管理及び最適化を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　消防活動の根幹を成す整備事業のため継続とする。今後も最小限のコストで最大限の成果を上げられるよう努力する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防緊急情報システムを常時安定稼働させなければ円滑かつ万全な消防
活動を行うことはできない。

左記として判断した根拠

　消防組織法第６条による。
　「市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果たすべき責任を有
する」

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　市の実施している事業に類似している事業は無い。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　                    ）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市民と最も身近な市が実施することにより、より効果的である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業を実施している。

有効性

根拠

　本事業の火災予防を推進することは、市民の安心・安全を確保する上で、
必要不可欠なものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　予防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

火災予防推進事業

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇

コード 17103001 － 001
火災予防推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市民に火災予防等の啓発及び事業所等における防火管理体制の強化を図るため、秋・春季火災予防運動や消防訓練指導等を実
施し、火災予防を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　複雑多様化する災害に対し、火災予防の推進は市民の安心・安全の確保に必要な事業である。今後、事務の効率化を図るとともに、
新たな施策等を企画し、より効果的な事業展開に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　火災件数等速やかに反映するものではないが、市民等への火災予防推進
は、継続して実施することが重要である。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市内の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　年々、来場者が増加しており、目標を大きく上回り成果をあげている。市民の関心が非常に高いイベントであり、市民の防火意識の高
揚を図る場として、地域関係団体・企業と連携を取りながら、官民一体となり実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市内の他の部署では、類似の事業を実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17103001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　予防課

火災予防推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防フェア事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和･大宮市　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　毎年、市民の関心が非常に高く、市民と消防の交流の場となり、各展示や
体験等を通じて、市民が火災予防の習得の場となっている。また、外部評価
の今後の方向性で事業の拡大評価になっている。

左記として判断した根拠

　消防は、市町村単位であり、消防車両等を活用した同規模の事業は、他で
は実施できない。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　毎年、来場者が増加し、市民ニーズの高い事業であり、費用に見合った効
果（市民満足度）が出ている。

左記として判断した根拠

　市民への火災予防の普及啓発事業であり、市（消防）として実施すべき事
業である。

　事務改善

　関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業を実施している。

　出展ブース等からの使用料徴収を検討する。

　市民と消防の連携を図るとともに、火災予防の普及啓発に努め円滑な消防行政を目指すため、年１回秋に開催している。
　実施内容は、消防車両展示、消防用資器材等及び地震体験車を活用した各種体験コーナー、住宅用防災機器の展示やプロス
ポーツ選手等による一日消防署長を実施している。主催は、さいたま市消防フェア協議会を設置し、運営している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　地域性や市独自の情報等を、迅速かつ的確に市民に発信する。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東地方の４つの指定都市においても、同様の事業を実施している。

有効性

根拠

　各種広報媒体を活用した広報及び報道機関への情報提供は、市民が安
心・安全に関する情報収集手段として有効なものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　予防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

火災予防推進事業

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇

コード 17103001 － 003
消防広報事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市民に消防を正しく理解してもらうため、パブリシティを活用した広報を積極的に実施し、また、市民ニーズに応じたパンフレット等を
作成・活用した広報を実施する。市民からの広聴事案を分析し、消防行政に反映していく。
　報道機関への対応について、迅速・正確な執行体制を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　社会環境の変化により、パブリシティを活用した広報活動と、報道機関に積極的な情報提供の必要性が高まるとともに、市民ニーズの
変化に対応した、情報提供を行う。また、災害現場での報道対応を始め、消防局の広報執行体制の明確化を図るため、研修等を活用し
た、職員の教育を行う必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　今般の社会情勢の中、市民の安心・安全のため必要な事業であり、費用に
見合った効果がでている。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　消防という特性があり、専門的対応等が必要である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　平成１３年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　平成１７年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　火災予防推進事業（事業名）と統合して実施することは可能である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容

　平成21年までは主として、住宅用火災警報器の設置猶予期限（平成21年5月31日）に向けて、設置普及対策を中心に実施してきた
が、今後も高齢化の進展や社会情勢の変化等に伴い、住宅火災件数及び死傷者の増加が懸念されることから、更に地域との連携を強
化するなどして、継続的に防火対策を進める必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　事業を実施していることにより、市内の住宅用火災警報器の設置率が向上
しており、今後住宅火災による被害の軽減についても期待できる。

左記として判断した根拠

　防火対策については、火災現場における消防活動から得られる情報（出火
原因等）が多いことから、行政が実施することが望ましい。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　高齢化社会の進展とともに、住宅火災による死者の増加が懸念される中、法令により設置が義務付けられた住宅用火災警報器の設
置普及をはじめとした各種住宅防火対策を積極的に推進し、火災予防思想の啓蒙並びに火災による被害の軽減を図るもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

火災予防推進事業

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇

コード 17103001 － 004
住宅防火対策推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　予防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市民の生命、身体及び財産を火災から守るため、様々な防火対策を実施
することにより、火災の発生を防止し、万一火災が発生した場合でも、被害の
軽減が期待できる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　国や県については、防火対策への施策や方向性等を市町村に示す役割が
主であり、市民への直接的な施策は市町村が実施することとなっている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　法令により設置が義務付けられた住宅用火災警報器をはじめとした住宅防
火対策については、各指定市についても普及対策等を実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

　音楽隊は申請等に基づき年間約３０回出場し、演奏を通じて市民に直接的
な消防行政に係るＰＲ活動を行っており、多くの市民を集客している。
　（希望のまちコンサート来場者：平成21年度1,000人）

左記として判断した根拠

　消防音楽隊は市民に対して単に音楽を聞かせることが目的ではなく、災害
に従事する消防職員自らが音楽隊員として、演奏とともにＰＲ活動を兼ねて行
うことに意味があるため、民間委託は馴染まない。

　事務改善

　横浜市は隊員４１名（うち女性委嘱員２２名）で年間約２４０回活動、川崎市
は隊員４８名（うち女性委嘱員17名）で年間約８０回活動、千葉市は隊員35名
で年間約５０回活動している。

　消防職員により編成された消防音楽隊（音楽隊長以下32名）が、自ら開催するコンサートや市行事等へ参加することにより、演奏を
通じて市民に対する消防への親しみと理解を求め、火災予防をはじめとした様々な消防行政に係る広報活動を実施するもの。

　市民に対し消防音楽隊の演奏を通じて、消防行政全般に係る広報活動を
実施できることから、市民にとっても有益である。

左記として判断した根拠

　消防音楽隊による演奏活動及び消防行政に係る広報については、それを
必要とする市民を対象に実施すべきであることから、市が実施している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮市）・昭和53年度・平成7年度）

3.全部委託

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇所管部署 消防局　予防課

火災予防推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防音楽隊事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17103001 － 005

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　音楽隊としての機能を持つ類似事業はなし。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

　消防音楽隊については、市民と消防の接点として大きな役割を果たしており、今後も消防組織の中で活動を維持することが望ましい
が、現在、音楽隊員全員が消防職員（楽長を除く）であることから、通常の消防業務と音楽隊業務を円滑に両立させることや、音楽隊員
を効率的に増員させることが困難な状況となっている。
　このことから、一部の音楽隊員を臨時職員にするなど、常勤職員の割合を軽減して行う方法等を検討する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・　平成　２　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市において、防火・防災体験施設は他にない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　防災学習施設は県内においても数が少ない中で、当施設は市民にとって身近にあり利用しやすく、また、児童への防火・防災教育の
場として大きな役割を果たしていることからも、既存の設備を更新しながら施設の維持を図る必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　年間１７，０００人程度の来館者があり、利用する団体（年：１００団体以上）に
ついても、幼稚園や保育園及び小学校などが多く、児童に対する防火・防災
学習施設としての役割を大きく担っている。

左記として判断した根拠

　当該施設は規模も小さく、また、団体の来館者に対しては、併設された消防
署と併せての施設利用が多いことから、民間委託は馴染まない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　防災展示ホールは、災害に強いまちづくりのために各種防災体験施設や展示物を通じて、多くの市民が地震や火災等の災害予防
対策等を楽しみながら学習してもらえる場として運営を行っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

火災予防推進事業

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇

コード 17103001 － 006
防災展示ホール運営事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　予防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　近い将来、大地震の発生が懸念される中、市民が地震や火災等の災害に
対する知識や、いざという時の災害対応力を身に付けるために必要な施設で
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市民に対する防火・防災対策については、市が実施する方が効果的である
ため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市では横浜市に同様の施設あり。川崎市及び千葉市には同施
設はない。
　神奈川県及び千葉県に同様の施設あり。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

　毎年約１６０名の団員に対し、各消防署において年間４回から５回の研修を
行っており、児童への防火防災教育に貢献しているほか、児童による市民へ
の火災予防広報も実施している。

左記として判断した根拠

　児童に対する研修については、主に消防職員により消防車や資機材等を
活用して行っており、民間委託では災害に関する実質的な教育や指導が困
難である。

　事務改善

　本市と同様の目的により、千葉市と川崎市は、幼稚園を単位とした幼年消
防クラブと、小学校を単位とした少年消防クラブがある。

　少年消防団は、市内の小学４年生から６年生を対象として、火災をはじめ地震やその他の災害に対する知識や、団体活動を通じて
規律礼節等を身につけてもらうため様々な研修を実施し、将来に向けての防火防災意識の高揚を図ることを目的としている。
なお、組織の母体は「さいたま市少年消防団育成会」で主として民間人が役員として構成されている。

　義務教育においては、防火・防災に関する実質的な学習の場が少ないこと
から、本事業は児童に対する防災教育として効果が期待できる。

左記として判断した根拠

　市内の小学生を対象として様々な研修を実施していることから、市が行うべ
き事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・　　昭和５８年度）

3.全部委託

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　勇所管部署 消防局　予防課

火災予防推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

少年消防団育成事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 17103001 － 07

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市では他に小学生を対象とした防災関連の組織はなし。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　少年消防団は、消防職員を通じて子供たちに対する防火防災意識の高揚を図るとともに、団体生活を通じて規律や礼節等を学ぶ、本
市にとって唯一の団体であり、今後も組織の母体である少年消防団育成会を柱に、児童への育成を図ることは意義があるため、継続して
実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　昭和２３年）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容

　火災の調査書類が、情報公開請求や訴訟の資料として照会されるケースが増えており、法令義務である火災調査の原因特定には、今
まで以上の科学的根拠に基づいた判定が求められている。よって、火災調査体制の充実・強化を図り、類似火災を防止して、市民の安
心・安全を確保するためにも調査用資機材の更なる整備が必要である。（法律により義務付けられた事業であり、本市の裁量で事業を廃
止することはできない。）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　火災の原因を究明するとともに、火災によって生じた損害などの調査を行い、その結果を消防対策や火災予防対策に反映させ、市
民の安心・安全の確保を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

火災予防推進事業

048-833-9264責任者 問い合わせ先根岸　　勇

コード 17103001 － 08
火災調査事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
消防法第３１条
消防組織法第６条・７条・８条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　予防部　予防課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　国、県では行なっていない事業である。
　市町村消防機関の自治事務としての事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各都市で同様の事業を行っている。

有効性

根拠

　消防組織法、及び消防法に基づき、火災を予防し、市民の生命、身体、
財産を火災から保護するために必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　査察指導課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

予防規制等推進事業

048-833-9266責任者 問い合わせ先飯野　英三

コード 17103501 － 001
査察事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防法に基づく立入検査権を行使し、学校、病院、工場、デパートなどの建物や、ガソリンスタンドなどの危険物を取扱う施設など
に立ち入り、消防用設備等の設置、維持管理状況や施設の構造、設備の管理状況などについて、検査を行い、消防法令違反や
火災危険の状況を関係者に指摘し、さらに是正指導を行い、災害の未然防止と被害の軽減を図っている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　消防法を根拠とし、年間査察計画により重点的、かつ効果的査察執行に努めている。今後も査察による法令違反の是正及び火災
危険を排除することにより、火災の未然防止と被害の軽減を図るため事務を継続するとともに、建築物の高層化、多様化など年々変
化する社会情勢に応じた査察執行方策について検討し、毎年度、年間査察計画について見直しを図っていく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　消防法によって消防機関に与えられた権限を行使する事業である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市では、他の部署では、類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・昭和２３年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　消防法に基づき、特定行政庁及び建築主事等に対し、消防機関の専門的見地から建築確認申請等に対する防火に関する規定に
ついて適合性の審査を適正に実施する必要がある。
　（法律により義務付けられた事業であり、本市の裁量で事務を廃止することはできない。）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17103501 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 消防法第７条第２号

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　査察指導課

予防規制等推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

消防同意事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9266責任者 問い合わせ先飯野　英三

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・昭和２３年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

　消防法に基づき、建築物の新築等の許可、認可若しくは確認の権限を有する行政庁等に対して、消防機関が、防火の専門家とし
ての立場から、建築物の新築等の計画の段階で防火上の観点からチェックし、予防行政の目的を達成しようとするものである。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 消防局　　査察指導課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市消防関係事務手数料条例　第２条

根拠法令 消防法第１０条及び第１１条

実施方法

妥当性

予防規制等推進業務

048-833-9266責任者 問い合わせ先飯野　英三

コード 17103501 － 003
危険物製造所等規制事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　消防法第１０条及び１１条の規定に基づき、危険物施設の位置・構造・設備と危険物の貯蔵取扱いに関する規制事務を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　消防法に基づき、危険物施設の位置・構造・設備と危険物の貯蔵取扱いに関する許可、認可等の規制事務を適正に実施する必要
がある。
　（法律により義務付けられた事業であり、本市の裁量で事務を廃止することはできない。）

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　平成１２年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

見直し内容
　液化石油ガス等及び火薬類の消費取扱いに関し、適正に県条例の移譲規制事務を実施する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 17103501 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市消防関係事務手数料条例　第２条

根拠法令
知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例第２条
（別表２１・２８・６１）

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 消防局　　査察指導課

予防規制等推進業務

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

液化石油ガス・高圧ガス・火薬類規制事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-833-9266責任者 問い合わせ先飯野　英三

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野市）・　平成１２年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

　公共の安全を確保するため、液化石油ガス等及び火薬類の消費取扱いに関する規制事務を行う。
　（埼玉県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例に基づく移譲事務である。）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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